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差別のない人権が尊重される三重をつくる条例（仮称）案 素案 

（執行部及び関係団体・機関からの意見聴取用） 

○ 条例制定の手法 

 
 

【趣旨等】 

・既存の「人権が尊重される三重をつくる条例」との継続性を重視し、それをベース

としつつ、本委員会でのこれまでの議論を踏まえ、規定の追加等を大幅に行うこと

となるため、条例制定の手法としては、「人権が尊重される三重をつくる条例」の

全部改正を採用することとする。 

・なお、法制執務上、制定する条例の題名は「人権が尊重される三重をつくる条例の

全部を改正する条例」ではなく、改正後の新しい条例の題名（「差別のない人権が

尊重される三重をつくる条例（仮称）」）となる。 

 

○ 条例の題名 

 

 

【趣旨等】 

・既存の「人権が尊重される三重をつくる条例」（以下「既存条例」という。）をベー

スとしつつ、差別解消の要素を加えた題名とする。 

 

※仮に「差別のない人権が尊重される三重をつくる条例（仮称）」としているが、条

例の題名については、条例案検討の最終段階で改めて検討することとする。その際

は、「差別をなくす」といった趣旨を含む能動的な表現となるよう検討する。  

 

☆ 「人権が尊重される三重をつくる条例」の全部改正 

 

【条例の書出しのイメージ】 

 

議提議案第○号 

差別のない人権が尊重される三重をつくる条例（仮称）案 

 右 提 出 す る 。 

令和  年  月  日 

提出者 差別解消を目指す条例検討調査特別委員長 北 川 裕 之 

差別のない人権が尊重される三重をつくる条例（仮称） 

 人権が尊重される三重をつくる条例（平成九年三重県条例第五十一号）の全部を

改正する。 

（目次、前文、各本条に続く） 

差別のない人権が尊重される三重をつくる条例（仮称） 

資料１ 
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〇 各条文 

 
 

【趣旨等】 

・条例の制定背景や趣旨を明らかにするため、前文を設ける。既存条例の前文を土台

としつつ、これまでに出された委員意見や他県等の条例の前文の内容等を踏まえ、

大幅に内容を加える。 

・第１段落は、世界人権宣言、人権に関する諸条約、日本国憲法に掲げられている差

別解消や人権尊重に関する理念について述べている。 

・第２段落は、第１段落で述べた理念の下、人権が尊重される社会の実現に向けて世

界的に不断の努力が続けられていること、そして、近年の我が国において、いわゆ

る人権３法など不当な差別の解消等の人権尊重に関する法整備が進展している状

況について述べている。 

前文 

 

全ての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平

等であり、いかなる事由による差別をも受けることなく、個人として尊重され、

基本的人権の享有が保障されなければならない。この基本的人権は、人類の多年

にわたる自由獲得の努力の成果であって、侵すことのできない永久の権利である。

こうした世界人権宣言、人権に関する諸条約及び日本国憲法の理念は、人類普遍

の原理である。 

このような理念の下、人権が尊重される社会の実現に向けて世界的に不断の努

力が続けられており、近年、我が国においては、障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組

の推進に関する法律及び部落差別の解消の推進に関する法律が制定されるなど、

不当な差別の解消等の人権尊重に関する法整備が進められつつある。 

三重県においては、不当な差別をはじめとする人権問題の解消に向けて取り組

んできた先人たちの努力により、県民の間において人権を大切にする意識が醸成

されてきた。こうした中、三重県議会では平成２年に全国に先駆けて人権県宣言

を決議し、県においても人権が尊重される社会の実現に関する施策に積極的に取

り組んできた。 

しかしながら、現在もなお、不当な差別その他の人権問題が存在している。 

これらの不当な差別その他の人権問題については、人権侵害行為を受けた者等

にその解決に係る責任がないことは当然であり、人権侵害行為を行った者等が当

該責任を負わなければならない。また、不当な差別その他の人権問題の多くは、

社会構造の中で生じており、社会として解決していくことが必要である。こうし

た認識の下、私たちは、自他の人権を尊重し、不当な差別その他の人権問題の解

消に向けて一人一人が取り組んでいかなければならない。 

ここに、私たちは、世界人権宣言、人権に関する諸条約及び日本国憲法の理念

の下、人権県宣言の趣旨にのっとり、あらゆる不当な差別その他の人権侵害行為

を許さないと改めて宣言するとともに、誰もが不当な差別その他の人権侵害行為

を行うことのない、人権が尊重される社会を実現することを決意し、この条例を

制定する。 
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・第３段落は、三重県における不当な差別などの解消に向けて取り組んできた先人た

ちの努力と「人権県宣言」などの先駆的な取組について述べている。 

・第４段落は、第１段落から第３段落までの状況にもかかわらず、現在もなお不当な

差別などの人権問題が存在しているという本条例の立法事実となる状況について

述べている。 

・第５段落は、不当な差別などの人権問題の解消に向けての基本的な考え方について

述べており、１）不当な差別などの解決に向けた責任はそれを行った者等が負わな

ければならないこと1、２）不当な差別などの人権問題の多くは社会構造の中で生じ

ており、社会として解決していくことが必要であることという認識を示した上で、

私たちは、自他の人権を尊重し、不当な差別などの人権問題の解消に向けて一人一

人が取り組んでいかなければならないと表明している。 

・第６段落は、これまでの内容を踏まえ、あらゆる不当な差別その他の人権侵害行為

を許さないことを宣言した上で、条例制定に向けた決意を述べている。 

 

※前文に加えるべき、あるいは前文から削るべき事項はあるか。 

 

（参考） 

＜前文＞ 

 
 

 

                                                   
1 なお、「人権侵害行為を受けた者等」の「等」は、人権侵害行為には該当しない人権問題の当事

者として、貧困に陥っている者などを想定したものである。また、「人権侵害行為を行った者等」

の「等」は、人権侵害行為には該当しない人権問題に社会的な責任を負う者として、方針決定の

場への参画を独占している男性などを想定したものである。 

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等であ

り、個人として尊重され、基本的人権の享有が保障されなければならない。 

こうした世界人権宣言及び日本国憲法の理念の下に、私たち三重県民は、人権県宣言の

趣旨にのっとり、不当な差別をなくし、人権が尊重される、明るく住みよい社会を実現す

るため、この条例を制定する。 

○ 愛媛県人権尊重の社会づくり条例 

すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等で

ある。 

これは、世界人権宣言にうたわれている人類普遍の原理であり、基本的人権を侵すこと

のできない永久の権利としてすべての国民に保障している日本国憲法の理念とするとこ

ろでもある。 

しかしながら、我が国においては、社会的身分、門地、人種、信条、性別等による不当

な差別その他の人権侵害が存在しており、また、我が国社会の国際化、情報化及び高齢化

の進展等に伴い、人権に関する様々な課題も生じている。 

すべての人が幸せな生活を営むためには、県民一人ひとりが互いに人間の尊厳や権利を

尊び、差別や偏見のない平等と参加の地域社会づくりを実現していかなければならない。 

私たちは、人権が尊重される社会づくりのため、たゆまぬ努力を傾けることを決意し、

この条例を制定する。 
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○ 川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例 

川崎市は、日本国憲法及び日本国が締結した人権に関する諸条約の理念を踏まえ、あら

ゆる不当な差別の解消に向けて、一人ひとりの人間の尊厳を最優先する人権施策を、平等

と多様性を尊重し、着実に実施してきた。 

しかしながら、今なお、不当な差別は依然として存在し、本邦外出身者に対する不当な

差別的言動、インターネットを利用した人権侵害などの人権課題も生じている。 

このような状況を踏まえ、市、市民及び事業者が協力して、不当な差別の解消と人権課

題の解決に向けて、人権尊重の理念の普及をより一層推進していく必要がある。 

ここに、川崎市は、全ての市民が不当な差別を受けることなく、個人として尊重され、

生き生きと暮らすことができる人権尊重のまちづくりを推進していくため、この条例を制

定する。 

○ 性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例 

三重県は、豊かな自然に包まれた南北にわたる多彩な県土を有し、東西の交通の結節点

としてさまざまな交流を通じ、多様な価値観を受け入れ、多様性に満ちた文化を育み、先

人からの英知を受け継ぎつつ新たな価値を創造し、発展してきた歴史ある地である。 

このような歴史を踏まえ、三重県では先駆的に、性別、年齢、障がいの有無、国籍・文

化的背景、性的指向及び性自認などにかかわらず、誰もが個人として尊重され、個性や能

力を十分に発揮し、参画・活躍できる多様性を認め合う地域社会の実現を目指して取り組

んでいる。 

誰一人取り残されることのない社会の構築は、人類共通の課題であり、性的指向及び性

自認を理由とした差別や偏見は決して許されず、学習、就労、地域活動等の社会生活上の

制限なく、将来の子どもたちにとっても、多様な個性が育まれ、能力発揮の機会が平等に

保障されなければならない。 

また、私たちは一人ひとり尊い存在であり、性別、性的指向及び性自認をはじめ価値観、

生き方などもさまざまである。誰もが自らの生き方を選択し、自分らしく生きられるよう、

お互いを理解して交流し、一人ひとりが社会の一員として分断ではなく支え合う温かい三

重県を未来にわたり築くことは、私たちの願いである。 

ここに、性の多様性をはじめ多様な生き方を認め合い、性のあり方にかかわらず、誰も

が自分らしく安心して学び、働き、暮らすことができる社会づくりを、地域社会全体で進

めることを決意し、この条例を制定する。 
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１ 総則 

 

 

【趣旨等】 

・前文との整合を図り、「不当な差別その他の人権問題の解消を推進し、もって誰も

が不当な差別その他の人権侵害行為を行うことのない、人権が尊重される社会の実

現を図ること」を条例の目的とする。 

 

（参考） 

 

 

  

第１ 目的 

この条例は、不当な差別その他の人権問題の解消をはじめとする人権尊重に関

し、県の責務等を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定めるこ

と等により、不当な差別その他の人権問題の解消を推進し、もって誰もが不当な

差別その他の人権侵害行為を行うことのない、人権が尊重される社会の実現を図

ることを目的とする。 

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （目的） 

第一条 この条例は、人権尊重に関し、県及び県内で暮らし、又は事業を営むすべての

者（以下「県民等」という。）の責務等を明らかにするとともに、その施策の基本とな

る事項を定めることにより、同和問題、子ども、女性、障害者及び高齢者等の人権に

関する問題への取り組みを推進し、不当な差別のない、人権が尊重される、明るく住

みよい社会の実現を図ることを目的とする。 
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【趣旨等】 

・「不当な差別」について、これまでの特別委員会における議論や条約・法律・他県

等の条例を踏まえ、「人種等の属性」を「人種、皮膚の色、国籍、民族、言語、宗

教、政治的意見その他の意見、年齢、性別、性的指向、性自認、障がい、感染症等

の疾病、職業、社会的身分、被差別部落の出身であることその他の属性」と定義し

た（⑴）上で、「人種等の属性を理由とする不当な区別、排除又は制限であって、

あらゆる分野において、人権を認識し、享有し、又は行使することを妨げ、又は害

する目的又は効果を有するもの」と定義することとしている（⑵）。なお、「不当な

差別」には、法律や他県等の条例で一般的に用いられている「不当な差別的取扱い」

及び「不当な差別的言動」が含まれる。また、法律や他県等の条例では「不当な差

別」としている例が多いことや、従来の憲法学の通説や判例では「差別」を価値中

立的に用いており「合理的差別」という概念も措定されていることから、単に「差

別」とするのでなく「不当な差別」とすることとしている。 

・「不当な差別」には、単一の属性を理由とするものだけでなく、複数の属性を理由

とするもの（いわゆる「複合差別」）も当然含まれる。そのような複合差別を受け

ている者は相対的に困難の度合いが大きいと考えられるため、相談対応等において

一層の配慮が必要と考えられる。 

・⑴における「社会的身分」については、判例では「社会において占める継続的な地

位」とされており、学説でも「出生によって決定され、自己の意思で変えられない

社会的な地位」を含むことは共通理解となっている。具体的には、特定地域の出身

者であること、嫡出子・非嫡出子という立場などが該当する。なお、「被差別部落

の出身であること」は、裁判例や学説では「社会的身分」に含まれるとされている

が、部落差別の歴史的な深刻性や県民に対するわかりやすさを重視し、「社会的身

分」とは別に「被差別部落の出身であること」を明示することとしている。 

・「人権侵害行為」について、「不当な差別その他の他人の権利利益を侵害する行為」

を「人権侵害行為」として定義することとしている（⑶）。なお、インターネット

上の行為が含まれることを確認的に明記することとしている。  

第２ 定義 

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 人種等の属性 人種、皮膚の色、国籍、民族、言語、宗教、政治的意見そ

の他の意見、年齢、性別、性的指向、性自認、障がい、感染症等の疾病、職

業、社会的身分、被差別部落の出身であることその他の属性をいう。 

⑵ 不当な差別 人種等の属性を理由とする不当な区別、排除又は制限であっ

て、あらゆる分野において、人権を認識し、享有し、又は行使することを妨

げ、又は害する目的又は効果を有するものをいう。 

⑶ 人権侵害行為 不当な差別その他の他人の権利利益を侵害する行為（イン

ターネットを通じて行われるものを含む。）をいう。 

⑷ 人権問題 人権侵害行為その他の人権に関する問題をいう。 
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・「人権問題」について、「人権侵害行為その他の人権に関する問題」と定義すること

としているが、既存条例を踏襲し、直接的に人権を侵害する行為としての「人権侵

害行為」より包括的な概念として用いており、人権に関する社会的な問題（貧困、

方針決定の場への女性の参画が十分でないという課題、高齢者の介護問題など）や

国際的な人権に関する問題（飢餓、紛争、環境問題など）なども含んでいる。 

 

※「不当な差別」や「人権侵害行為」に具体的にどのような行為が該当するのかにつ

いては、裁判例等の事例を踏まえて引き続き議論を深め、逐条解説等に反映する。 

 

（参考） 

 
 

 
 

○ 世界人権宣言 

第二条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しく

は社会的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも

受けることなく、この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することができる。 

２ （略） 

○ あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約 

第一条 

１ この条約において、「人種差別」とは、人種、皮膚の色、世系又は民族的若しくは種

族的出身に基づくあらゆる区別、排除、制限又は優先であって、政治的、経済的、社会

的、文化的その他のあらゆる公的生活の分野における平等の立場での人権及び基本的自

由を認識し、享有し又は行使することを妨げ又は害する目的又は効果を有するものをい

う。 

２～４ （略） 
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○ 鳥取県人権尊重の社会づくり条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、人権尊重に関し、県、市町村及び県内に暮らす全ての者の果たすべ

き責務を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定めることにより、人種、

国籍、民族、信条、年齢、性別、性的指向、性自認、障がい、感染症等の病気、職業、

被差別部落の出身であることその他の事由を理由とする差別その他の人権に関する問

題（以下「人権問題」という。）への取組を推進し、差別のない真に人権が尊重される

社会づくりを図ることを目的とする。 

 （差別のない社会づくりの推進） 

第７条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の様々な場において、第１条に掲げる事

由を理由とする次に掲げる行為（インターネットを通じて行う行為を含む。以下この条

において「差別行為」という。）をしてはならない。 

 ⑴ 誹謗中傷、著しく拒絶的な対応、不当な差別的言動その他の心理的外傷を与える行

為 

 ⑵ いじめ又は虐待 

 ⑶ プライバシーの侵害 

 ⑷ 不当な差別的取扱い 

○ 川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 ⑴ 不当な差別 人種、国籍、民族、信条、年齢、性別、性的指向、性自認、出身、障

害その他の事由を理由とする不当な差別をいう。 

 ⑵ （略） 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一～三 （略） 

四 行政機関等 地方公共団体（県、県の区域内の市町及び県の区域内の特別地方公共

団体をいい、地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第三章の規定の適

用を受ける地方公共団体の経営する企業を除く。次号において同じ。）及び地方独立行

政法人をいう。 

五 地方独立行政法人 地方公共団体が設立した地方独立行政法人法（平成十五年法律

第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人（同法第二十一条第三号に掲

げる業務を行うものを除く。）をいう。 

六 事業者 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律第二条第七号に規定する

事業者をいう。 
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【趣旨等】 

・本条例に基づく人権施策の推進に当たっての基本理念として、①社会のあらゆる分

野において人権が尊重されること、②対話を通じて不当な差別などの人権問題の解

消を図ることが重要であること、③不当な差別などの人権問題の解消に当たっての

社会的障壁の改善を図ること、④人権侵害行為の意図の有無にかかわらず、その解

消を図ること、⑤人権侵害行為を行った者がその責任を自覚すること等を社会とし

て促進すること、⑥人権侵害行為を受けた者がその困難を乗り越えることができる

よう社会として支えていくこと、⑦不当な差別などの人権問題の解消を図ることに

より、多様性が尊重され、誰一人取り残されることのない共生社会の実現に寄与す

ることという７点を示すこととする。 

・⑶の「不当な差別その他の人権問題の解消に当たって障壁となるような社会におけ

る制度、慣行、観念等」としては、例えば、性別による差別に関するものとして、

公立高校の男女別定員制、女性職員がお茶くみを行うという職場の慣行、男女の固

定的な役割分担意識などが挙げられます。 

 

  

第３ 基本理念（人権施策の推進に当たっての基本理念） 

不当な差別その他の人権問題を解消するための取組その他の人権尊重に関する

施策（以下「人権施策」という。）は、次に掲げる事項を基本理念として推進され

なければならない。 

⑴ 社会のあらゆる分野において人権が尊重されること。 

⑵ 対話を通じて不当な差別その他の人権問題の解消を図ることが重要である

こと。 

⑶ 不当な差別その他の人権問題の解消に当たって障壁となるような社会にお

ける制度、慣行、観念等の改善を図ること。 

⑷ 人権侵害行為の意図の有無にかかわらず、その解消を図ること。 

⑸ 人権侵害行為を行った者がその責任を自覚し、及び人権侵害行為を受けた

者の心情等を理解することを社会として促進すること。 

⑹ 人権侵害行為を受けた者が当該人権侵害行為に係る困難を乗り越えること

ができるよう社会として支えていくこと。 

⑺ 不当な差別その他の人権問題の解消を図ることにより、多様性が尊重され、

誰一人取り残されることのない共生社会の実現に寄与すること。 
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（参考） 

 

 

  

○ 性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例 

 （基本理念） 

第三条 性の多様性に関する施策は、性的指向及び性自認にかかわらず、全ての人の人権

が尊重されるとともに、社会のあらゆる分野の活動に参画でき、一人ひとりが個性及び

能力を発揮することができ、並びに多様な生き方を選択できることを旨として、推進さ

れなければならない。 

○ 再犯の防止等の推進に関する法律 

 （基本理念） 

第三条 （略） 

２ （略） 

３ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び

被害者等の心情を理解すること並びに自ら社会復帰のために努力することが、再犯の防

止等に重要であるとの認識の下に、講ぜられるものとする。 

４ （略） 
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【趣旨等】 

・基本理念として、不当な差別その他の人権侵害行為等の禁止について規定する。 

・①で禁止される「不当な差別その他の人権侵害行為」には、不当な差別的取扱いや

不当な差別的言動といった不当な差別のほか、プライバシーの侵害、いじめ、虐待、

セクシュアルハラスメントなどの人権侵害行為が含まれる。また、対象者の同意の

ない人種等の属性についての情報収集等や、本人の同意のない属性の暴露も、プラ

イバシーの侵害や人格権の侵害として禁止の対象となる。2 

・なお、①については、既に前文で定義がなされているため簡潔な表現となっている

が、その実質的な内容を書き起こすと、「何人も、人種、皮膚の色、国籍、民族、

言語、宗教、政治的意見その他の意見、年齢、性別、性的指向、性自認、障がい、

感染症等の疾病、職業、社会的身分、被差別部落の出身であることその他の属性を

理由とする不当な区別、排除又は制限であって、あらゆる分野において、人権を認

識し、享有し、又は行使することを妨げ、又は害する目的又は効果を有するものそ

の他の他人の権利利益を侵害する行為をしてはならない」となる。 

・②は、直接的には人権侵害行為自体には該当しないと考えられるが人権侵害行為を

助長・誘発するおそれが高い行為として、「人権侵害行為を助長・誘発する目的で

不特定多数の者が共通の人種等の属性を有することを容易に識別することを可能

とする情報を公然と摘示する行為」（いわゆる「部落地名総鑑」の発行・配布など）

の禁止について規定するものである。摘示行為の手段としては、文書の頒布、掲示、

インターネットへの書込みなどが想定される。なお、被差別部落に関する識別情報

の摘示行為については、法務省の「インターネット上の同和地区に関する識別情報

の摘示事案の立件及び処理について（依命通知）」等に鑑みると、どのような目的

をうたっているかにかかわらず、人権侵害行為の助長・誘発目的が強く推認される

ものであると考えられる。 

  

                                                   
2 なお、プライバシーの侵害、いじめ、虐待、セクシュアルハラスメント、対象者の同意のない

人種等の属性についての情報収集等、本人の同意のない属性の暴露などは、「不当な差別」にもな

り得る。 

第４ 基本理念（不当な差別その他の人権侵害行為等の禁止） 

① 何人も、不当な差別その他の人権侵害行為をしてはならない。 

② 何人も、共通の人種等の属性を有する不特定多数の者に対して当該属性を理

由として人権侵害行為をすることを助長し、又は誘発する目的で、当該不特定

多数の者が当該属性を有することを容易に識別することを可能とする情報を公

然と摘示する行為をしてはならない。 
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（参考） 

 

 

 
 

 
 

○ 鳥取県人権尊重の社会づくり条例 

 （差別のない社会づくりの推進） 

第７条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の様々な場において、第１条に掲げる事

由を理由とする次に掲げる行為（インターネットを通じて行う行為を含む。以下この条

において「差別行為」という。）をしてはならない。 

 ⑴ 誹謗中傷、著しく拒絶的な対応、不当な差別的言動その他の心理的外傷を与える行

為 

 ⑵ いじめ又は虐待 

 ⑶ プライバシーの侵害 

 ⑷ 不当な差別的取扱い 

○ 性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例 

 （基本理念） 

第三条 （略） 

第四条 何人も、性的指向又は性自認を理由とする不当な差別的取扱いをしてはならず、

及び性的指向又は性自認の表明に関して、強制し、禁止し、又は本人の意に反して、正

当な理由なく暴露（本人が秘密にしていることを明かすことをいう。）をしてはならな

い。 

○ 三重県感染症対策条例 

 （差別の禁止） 

第十条 何人も、感染症の患者及びその家族等に対して、感染症にかかっていること又は

かかっていると疑われることを理由として、差別することその他の権利利益を侵害する

行為をしてはならない。 

２ 何人も、医療従事者又は県民の生活及び経済の安定に寄与する業務に従事する者に対

して、感染症の発生及びまん延に起因して生じるいわれのない理由によって、差別する

ことその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。 

３ 何人も、前二項に規定するもののほか、いかなる団体又は個人に対しても、感染症の

発生及びまん延に起因して生じる国籍、性別、職業、居住地等のいわれのない理由によ

って、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。 

４ （略） 
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○ 人権委員会設置法案（第 181回国会閣法第７号） 

 （人権擁護の基本原則） 

第二条 何人も、特定の者に対し、不当な差別、虐待その他の人権を違法に侵害する行為

（以下「人権侵害行為」という。）をしてはならない。 

２ 何人も、人種、民族、信条、性別、社会的身分（出生により決定される社会的な地位

をいう。）、門地、障害（身体障害、知的障害、精神障害その他の心身の機能の障害をい

う。）、疾病又は性的指向についての共通の属性を有する不特定多数の者に対して当該属

性を理由として政治的、経済的又は社会的関係における不当な差別的取扱いをすること

を助長し、又は誘発する目的で、当該不特定多数の者が当該属性を有することを容易に

識別することを可能とする情報を文書の頒布、掲示その他これらに類する方法で公然と

摘示する行為をしてはならない。 
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【趣旨等】 

・県の責務として、既存条例の「県の責務」をベースとし、①では、１）県行政のあ

らゆる分野において人権尊重の視点に立って取り組むこと、２）人権施策を総合的、

積極的かつ計画的に推進することを規定し、②では、人権施策を実施するに当たっ

て県庁内の関係部局等の間での連携の強化を図るとともに、国、関係機関等の関係

者と連携協力することを規定する。③は、公の施設の利用制限に関する委員間討議

を踏まえ、公の施設の利用制限には慎重であるべきことに留意しつつ、県が人権侵

害行為に加担するような事態が生じないよう、県が設置する公の施設における人権

侵害行為の防止について県の努力義務を定めることとしたものである。 

・①における「計画的に推進する」ということには、施策の評価・検証とそれらに基

づく施策の改善を行うということも含まれると解される。 

・②については、既存条例の該当部分は、「国、市町及び関係団体と連携協力」とな

っているが、「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条

例」（以下「障がい者差別解消条例」という。）を参考に、関係機関を含め連携協力

対象を幅広に読めるような表現としている。ただし、市町については、「県と市町

との協働」の項目で特出ししていることから、他の県条例の事例も踏まえ、②から

は除くこととしている。 

・③については、事前の公の施設の利用制限は非常に難しいと考えられることを踏ま

え、直接的に公の施設の利用制限につながる規制的な措置は想定しておらず、利用

に当たっての申込書類等において「不当な差別その他の人権侵害行為を行わないこ

と」を利用条件として設定することなどを想定したものである。 

 

（参考） 

 
 

第５ 県の責務 

① 県は、第３及び第４に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、県行政のあらゆる分野において人権尊重の視点に立って取り組むとともに、

不当な差別その他の人権問題を解消するための取組をはじめとする人権施策を

総合的、積極的かつ計画的に推進するものとする。 

② 県は、人権施策を推進するに当たっては、関係部局等の間での連携の強化を

図るとともに、国、関係機関、関係団体その他の関係者と連携協力するものと

する。 

③ 県は、県が設置する公の施設（地方自治法第 244 条第１項に規定する公の施

設をいう。）における人権侵害行為の防止に努めるものとする。 

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （県の責務） 

第二条 県は、前条の目的を達成するため、県行政のあらゆる分野において人権尊重の視

点に立って取り組むとともに、人権が尊重される社会の実現に関する施策（以下「人権

施策」という。）を積極的に推進するものとする。 

２ 県は、人権施策を推進するに当たっては、国、市町及び関係団体と連携協力するもの

とする。 
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○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （国等との連携協力） 

第六条 県は、共生社会の実現に向けた施策の策定及び実施に当たっては、国、市町、関

係機関、関係団体、事業者その他の関係者と連携し、及び協力するよう努めるものとす

る。 
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【趣旨等】 

・県民の責務として、既存条例の「県民等の責務」をベースとし、①では、１）自ら

人権意識の高揚に努めること、２）相互に人権を尊重しなければならないことを規

定し、②では、県が実施する人権施策に協力することを規定する。そして、新たに

③として、不当な差別その他の人権問題に対して傍観することなく、これらの解消

に向けてそれぞれの立場において主体的に取り組むよう努めることを規定する。 

 

（参考） 

 

 

  

第６ 県民の責務 

① 県民は、基本理念にのっとり、自ら人権意識の高揚に努めるとともに、相互

に人権を尊重しなければならない。 

② 県民は、基本理念にのっとり、県が実施する人権施策に協力するものとする。 

③ 県民は、基本理念にのっとり、不当な差別その他の人権問題に対して傍観す

ることなく、これらの解消に向けてそれぞれの立場において主体的に取り組む

よう努めるものとする。 

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （県民等の責務） 

第三条 県民等は、自ら人権意識の高揚に努めるとともに、相互に人権を尊重し、人権

を侵害してはならない。 

２ 県民等は、県が実施する人権施策に協力するものとする。 
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【趣旨等】 

・既存条例では、県民と事業者を合わせて「県民等」として責務規定を設けているが、

不当な差別の解消等に当たって事業者ならではの役割もあると考えられることか

ら、「県民の責務」とは別建てで「事業者の責務」を規定することとする。 

・事業者の責務として、既存条例の「県民等の責務」をベースとし、他県等の条例に

おける事業者に関する規定も参考にして、①では、１）自ら人権意識の高揚に努め

ること、２）従業員など関係者の人権を尊重しなければならないことを規定し、②

では、１）従業員の人権意識の高揚など、事業活動において、人権尊重の視点に立

って取り組むこと、２）県が実施する人権施策に協力することを規定する。そして、

新たに③として、不当な差別その他の人権問題に対して傍観することなく、これら

の解消に向けてそれぞれの立場において主体的に取り組むよう努めることを規定

する。 

・従業員への研修等の具体的な記述もあったほうがよいとの委員意見を踏まえ、「和

歌山県部落差別の解消の推進に関する条例」（以下「和歌山県部落差別解消条例」

という。）を参考にして、②において、「事業活動において、人権尊重の視点に立っ

て取り組む」ことの例示として「従業員の人権意識の高揚を図る」ことを挙げてい

る。 

・①の「関係者」には採用試験への応募者が含まれると解されるとともに、②の「事

業活動」には採用活動が含まれると解され、これらの点については逐条解説で明記

することとしたい。 

 

（参考） 

 
 

第７ 事業者の責務 

① 事業者は、基本理念にのっとり、自ら人権意識の高揚に努めるとともに、従

業員その他の関係者の人権を尊重しなければならない。 

② 事業者は、基本理念にのっとり、従業員の人権意識の高揚を図るなど、その

事業活動において、人権尊重の視点に立って取り組むとともに、県が実施する

人権施策に協力するものとする。 

③ 事業者は、基本理念にのっとり、不当な差別その他の人権問題に対して傍観

することなく、これらの解消に向けてそれぞれの立場において主体的に取り組

むよう努めるものとする。 

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （県民等の責務） 

第三条 県民等は、自ら人権意識の高揚に努めるとともに、相互に人権を尊重し、人権を

侵害してはならない。 

２ 県民等は、県が実施する人権施策に協力するものとする。 
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○ 大阪府人権尊重の社会づくり条例 

 （事業者の責務） 

第四条 事業者は、人権尊重の社会づくりの推進について理解を深め、その事業活動を行

うに当たり、人権尊重のための取組を推進するとともに、府が実施する人権施策の推進

に協力するよう努めるものとする。 

○ 和歌山県部落差別の解消の推進に関する条例 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、部落差別の解消のために、従業員の人権意識の高揚、その他必要な

取組を行うよう努めるものとする。 

２ 事業者は、県及び市町村が実施する部落差別の解消のための施策に協力するものと

する。 
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【趣旨等】 

・インターネットによる人権侵害が深刻な状況であり、その解消に向けて特定電気通

信役務提供者（いわゆる、プロバイダなど）に重要な役割が期待されることから、

和歌山県部落差別解消条例などを参考にして、「特定電気通信役務提供者の責務」

を規定することとする。 

・特定電気通信役務提供者の責務として、①では、インターネットを通じて行われる

人権侵害行為の解消のために必要な役割を果たすよう努めることを規定し、②では、

インターネット上において、その用いる特定電気通信設備の記録媒体に情報を記録

することなどにより人権侵害行為が行われていることを知った場合であって、当該

人権侵害行為に係る情報の不特定の者に対する送信を防止する措置を講ずること

が技術的に可能なときは、当該措置を講ずるものとすることを規定する。 

・特定電気通信役務提供者は、プロバイダ責任制限法の定義を引用しており、インタ

ーネットサービスプロバイダだけでなく、情報交換が可能なウェブサイトの開設者

なども含む概念である。なお、属地主義の考え方により、県条例では、県において

事業活動を行っている特定電気通信役務提供者のみが対象となると考えられる。 

 

※このような責務を課すことについて、特定電気通信役務提供者との何らかの調整が

必要と考えられる。 

  

第８ 特定電気通信役務提供者の責務 

① 特定電気通信役務提供者（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及

び発信者情報の開示に関する法律第２条第３号に規定する特定電気通信役務提

供者をいう。②において同じ。）は、インターネットを通じて行われる人権侵害

行為の解消のために必要な役割を果たすよう努めるものとする。 

② 特定電気通信役務提供者は、インターネット上において、その用いる特定電

気通信設備（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の

開示に関する法律第２条第２号に規定する特定電気通信設備をいう。）の記録媒

体（当該記録媒体に記録された情報が不特定の者に送信されるものに限る。）に

情報を記録し、又は当該電気通信設備の送信装置（当該送信装置に入力された

情報が不特定の者に送信されるものに限る。）に情報が入力されることによって

人権侵害行為が行われていることを知った場合であって、当該人権侵害行為に

係る情報の不特定の者に対する送信を防止する措置を講ずることが技術的に可

能なときは、当該措置を講ずるものとする。 
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（参考） 

 
 

 
  

○ 和歌山県部落差別の解消の推進に関する条例 

 （特定電気通信役務提供者の責務） 

第７条 特定電気通信役務提供者（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発

信者情報の開示に関する法律（平成 13年法律第 137号。以下「法」という。）第２条第

３号に規定する特定電気通信役務提供者をいう。以下同じ。）は、部落差別の解消のた

めに必要な役割を果たすよう努めるものとする。 

２ 特定電気通信役務提供者は、県及び市町村が実施する部落差別の解消を推進するため

の施策に協力するものとする。 

３ 特定電気通信役務提供者は、前２項に定めるもののほか、インターネット上において、

その用いる法第２条第２号に規定する特定電気通信設備の記録媒体（当該記録媒体に記

録された情報が不特定の者に送信されるものに限る。）に情報を記録し、又は当該電気

通信設備の送信装置（当該送信装置に入力された情報が不特定の者に送信されるものに

限る。）に情報が入力されることによって部落差別が行われていることを確認したとき

は、当該提供されている情報（次条において「提供情報」という。）の送信を防止する

措置を行うものとする。 

○ 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律 

 （損害賠償責任の制限） 

第三条 特定電気通信による情報の流通により他人の権利が侵害されたときは、当該特定

電気通信の用に供される特定電気通信設備を用いる特定電気通信役務提供者（以下この

項において「関係役務提供者」という。）は、これによって生じた損害については、権

利を侵害した情報の不特定の者に対する送信を防止する措置を講ずることが技術的に

可能な場合であって、次の各号のいずれかに該当するときでなければ、賠償の責めに任

じない。ただし、当該関係役務提供者が当該権利を侵害した情報の発信者である場合は、

この限りでない。 

一 当該関係役務提供者が当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利が

侵害されていることを知っていたとき。 

二 当該関係役務提供者が、当該特定電気通信による情報の流通を知っていた場合であ

って、当該特定電気通信による情報の流通によって他人の権利が侵害されていること

を知ることができたと認めるに足りる相当の理由があるとき。 

２ （略） 
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【趣旨等】 

・特定分野の政策条例において「議員、知事その他の公務員の責務」を規定する例は

ほとんどないと考えられるが、議員、知事その他の公務員については、条例の目的

達成について率先して県民以上の積極的な役割を果たすべきとの委員意見を踏ま

え、「三重県議会の議員、知事その他の県の公務員の責務」を規定することとする。 

・三重県議会の議員、知事その他の県の公務員の責務として、高い人権意識を持ち、

この条例の目的を達成するため、率先して積極的な役割を果たすことを規定する。 

・責務の対象については、市町の議員や職員等も対象とすべきという委員意見があっ

たところではあるが、県と市町の対等な関係を踏まえ、市町の議員や職員等がどの

ような責務を果たすかはそれぞれの市町で考え、取り組んでいただくべきことであ

ると考えられることから、市町の議員や職員等は対象とせず、県議会議員その他の

県の公務員のみを対象とすることとしている。 

  

第９ 三重県議会の議員、知事その他の県の公務員の責務 

三重県議会の議員、知事その他の県の公務員は、基本理念にのっとり、高い人

権意識を持ち、この条例の目的を達成するため、率先して積極的な役割を果たす

ものとする。 
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【趣旨等】 

・県と市町との協働として、既存条例の「県と市町との協働」をベースとし、①では、

県は、１）市町と協働して人権施策を実施すること、２）市町に対し、県と協働し

て条例が目的とする社会の実現に努めることを求めること、３）市町に対し、県が

実施する人権施策に協力することを求めることを規定し、②では、県は、１）市町

と人権問題に関する相談の事例等の情報の共有を図ること、２）市町が実施する人

権施策について必要な支援を行うことを規定する。 

・既存条例では、市町に対して求めていくことと市町に対する支援のみが規定されて

いたが、双方向的な書きぶりとすべきとの委員意見があったことを踏まえ、「県は、

市町と協働して人権施策を実施する」ことも規定することとした。それには、市町

の人権に関する先進的な取組について県が一緒になって取り組んでいくことも含

まれると考えられる。 

・①の「県が実施する人権施策に協力すること」には、市町が受けた人権問題に関す

る相談の事例等の情報の県への提供も含まれると解され、その点は逐条解説で明記

することとしたい。 

・本規定の「人権施策」には、不当な差別その他の人権問題を解消するための取組が

含まれる（「第３ 基本理念 人権施策の推進に当たっての基本理念」参照）。 

 

（参考） 

 

 

  

第 10 県と市町との協働 

① 県は、市町と協働して人権施策を実施するとともに、市町に対し、県と協働

して誰もが不当な差別その他の人権侵害行為を行うことのない、人権が尊重さ

れる社会の実現に努めること及び県が実施する人権施策に協力することを求め

るものとする。 

② 県は、市町と不当な差別その他の人権問題に関する相談の事例等の情報の共

有を図るとともに、市町が実施する人権施策について必要な助言その他の支援

を行うものとする。 

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （県と市町との協働） 

第四条 県は、市町に対し、県と協働して人権が尊重される社会の実現に努めること及び

県が実施する人権施策に協力することを求めるものとする。 

２ 県は、市町が実施する人権施策について必要な助言その他の支援を行うものとする。 
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２ 人権施策基本方針 

 

 

【趣旨等】 

・既存条例の「基本方針」をベースとし、知事は、人権施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、人権施策基本方針を定めること（①）や、その策定・変更に当たっ

ての手続（③・④）等について規定する。 

・人権施策基本方針に定める事項（②）については、既存条例における「人権尊重の

基本理念」（第５条第２項第１号）、「人権に関する意識の高揚に関すること。」（同

項第２号）及び「同和問題、子ども、女性、障害者及び高齢者等の人権に関する問

題について、各分野ごとの施策に関すること。」（同項第３号）を本条例の内容に合

わせて、それぞれ「不当な差別その他の人権問題の解消をはじめとする人権尊重の

基本理念」、「人権教育及び人権啓発に関すること。」（②⑵）及び「不当な差別その

他の人権問題に係る分野ごとの施策に関すること。」（②⑷）に表現を改めるととも

に、既存条例の列挙事項に加えて、「３ 不当な差別その他の人権問題を解消する

ための体制の整備」に対応する「不当な差別その他の人権問題を解消するための体

制の整備に関すること。」（②⑶）を掲げることとしている。 

・既存条例の規定に加えて、⑤として、知事は、毎年１回、人権施策基本方針に基づ

く施策の実施状況についての報告書の作成とその議会への報告・公表について規定

する。なお、施策の実施状況の報告・公表の内容には、相談や助言・説示・あっせ

んの対象となった事案やそれへの対応の状況、実態調査や情報の収集・蓄積・分析

の結果等も含まれると考えられる。 

  

第 11 人権施策基本方針 

① 知事は、人権施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権施策の基本と

なる方針（以下「人権施策基本方針」という。）を定めるものとする。 

② 人権施策基本方針は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 不当な差別その他の人権問題の解消をはじめとする人権尊重の基本理念 

⑵ 人権教育及び人権啓発に関すること。 

⑶ 不当な差別その他の人権問題を解消するための体制の整備に関すること。 

⑷ 不当な差別その他の人権問題に係る分野ごとの施策に関すること。 

⑸ ⑴～⑷のほか、人権施策を推進するために必要な事項 

③ 知事は、人権施策基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ、三重県人権

施策審議会の意見を聴き、議会の議決を経なければならない。 

④ ③は、人権施策基本方針の変更について準用する。 

⑤ 知事は、毎年１回、人権施策基本方針に基づく施策の実施状況について報告

書を作成し、議会に報告するとともに、これを公表しなければならない。 
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（参考） 

 
 

  

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （基本方針） 

第五条 知事は、人権施策の総合的な推進を図るため、人権施策の基本となる方針（以下

「人権施策基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 人権施策基本方針は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 人権尊重の基本理念 

二 人権に関する意識の高揚に関すること。 

三 同和問題、子ども、女性、障害者及び高齢者等の人権に関する問題について、各分

野ごとの施策に関すること。 

四 前各号に掲げるもののほか、人権施策を推進するために必要な事項 

３ 知事は、人権施策基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ、次条第一項の三重県

人権施策審議会の意見を聴き、議会の議決を経なければならない。 

４ 前項の規定は、人権施策基本方針の変更について準用する。 
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３ 不当な差別その他の人権問題を解消するための体制の整備 

（１） 相談体制 

 

 

【趣旨等】 

・「不当な差別その他の人権問題を解消するための体制の整備」として、まず「相談

体制」について規定する。 

・県は人権侵害行為を受けた者等からの人権侵害行為その他の人権問題に関する相談

に応じなければならないこととし（①）、相談があったときの県の業務として、１）

市町、関係機関等と連携して、助言、調査、関係者間の調整その他の必要な対応を

行うこと、２）必要に応じ、関係機関への通告、通報その他の通知を行うことを挙

げている（②）。 

・県は、相談業務を円滑かつ効果的に行うために必要な人員確保と相談に応ずる者に

対する必要な研修を行うことを規定する（④）。特に、人権相談に関する県の拠点

的機関である人権センターの人員の確保・育成が期待される。 

・相談の対象は、障がい者差別解消条例では行政機関等及び事業者による不当な差別

的取扱いに限定されているが、本条例では、幅広に「人権侵害行為その他の人権問

題」全般とすることとしている。 

・相談される事案は様々であると想定されることから、障がい者差別解消条例のよう

に特定の相談員といったポストを設けて相談業務を担わせることとはしておらず、

本条例における相談は、人権センターをはじめとして、それぞれの事案に応じた県

の機関（児童相談所、みえ外国人相談サポートセンター、女性相談所など）が応じ、

それぞれの機関で適切に対応することを想定している。 

・相談があったときの県の業務については、障がい者差別解消条例では「市町その他

の関係行政機関と連携して、必要な助言、調査及び関係者間の調整を行うこと」が

挙げられていたが、本条例では、相談の対象を幅広にするのであれば、様々な事案

の状況に応じた適切な対応をすることが求められることから、より柔軟に対応する

ことができるよう、「市町、関係機関等と連携して、助言、調査、関係者間の調整

その他の必要な対応を行うこと」としている。なお、「助言」、「調査」、「関係者間

の調整」は、「必要な対応」の例示であり、それぞれの事案に即して、相談者の要

望も踏まえ、相談を受けた機関が適切な対応を選択することになると考えられる。 

第 12 相談体制 

① 県は、不当な差別その他の人権侵害行為を受けた者、その家族その他の関係

者からの人権侵害行為その他の人権問題に関する相談に応じなければならな

い。 

② 県は、①の相談（以下単に「相談」という。）があったときは、次に掲げる業

務を行うものとする。 

⑴ 市町、関係機関等と連携して、助言、調査、関係者間の調整その他の必要

な対応を行うこと。 

⑵ 必要に応じ、関係機関への通告、通報その他の通知を行うこと。 

③ 相談に応ずる者は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も同様とする。 

④ 県は、②の業務を円滑かつ効果的に行うために必要な人員を確保するととも

に、相談に応ずる者に対し、②の業務の遂行に必要な知識及び技能を習得させ、

及び向上させるために必要な研修を行うものとする。 
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・なお、調査や関係者間の調整については、相手方当事者への調査や調整に限られる

ものではなく、相談者への聴取りや関係機関につなぐこと等も含まれると考えられ

るが、「第３ 基本理念（人権施策の推進に当たっての基本理念）」を踏まえ、対話

を重視し、相談者に寄り添った対応を行うことが期待される。 

 

（参考） 

 
  

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

（相談） 

第十六条 県は、障がい者、障がい者の家族、事業者その他の関係者からの第十条及び第

十一条に規定する障がいを理由とする差別（以下「差別事案」という。）に関する相談

に応じなければならない。 

２ 県は、差別事案に関する相談があったときは、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 市町その他の関係行政機関と連携して、必要な助言、調査及び関係者間の調整を行

うこと。 

二 関係行政機関への通告、通報その他の通知を行うこと。 

３ 県は、前項の業務のほか、市町において応じた障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律第十四条に規定する障害を理由とする差別に関する相談に係る事案の解決

を支援するため、必要な助言を行うものとする。 

４ 県は、第二項の業務を行うに当たり、差別事案以外の事案に関する相談を受けた場合

において、当該事案が障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

第二条第二項に規定する障害者虐待、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三十五

年法律第百二十三号）第三十五条に規定する不当な差別的取扱いその他の障がい者の権

利利益を侵害するもの（次条第四項において「障がい者の権利利益を侵害するもの」と

いう。）であると認められるときは、障がい者の権利利益の保護が適切に行われるよう、

関係行政機関への通告、通報その他の必要な対応を図るものとする。 

（県における相談員の設置） 

第十七条 県に、障がい者、障がい者の家族、事業者その他の関係者からの差別事案に関

する相談に応じる者として、相談員を置く。 

２ 相談員は、障がいを理由とする差別の解消に関する知識経験を有する者のうちから、

知事が任命する。 

３ 相談員は、前条第二項及び第三項の業務を行うものとする。 

４ 相談員は、前条第二項の業務を行うに当たり、差別事案以外の事案に関する相談を受

けた場合において、当該事案が障がい者の権利利益を侵害するものであると認められる

ときは、障がい者の権利利益の保護が適切に行われるよう、関係行政機関への通告、通

報その他の必要な対応を図るものとする。 

５ 相談員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

６ 県は、第三項の業務を円滑かつ効果的に行うために必要な人員を確保するとともに、

相談員に対し、同項の業務の遂行に必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるた

めに必要な研修を行うものとする。 



 

27 

 

（２） 不当な差別に係る紛争の解決を図るための体制 

 

 

【趣旨等】 

・相談体制の次の段階の「不当な差別その他の人権問題を解消するための体制の整備」

として、障がい者差別解消条例の「紛争の解決を図るための体制」を参考にして、

「不当な差別に係る紛争の解決を図るための体制」について規定する。 

・不当な差別を受けた者等は、差別事案（不当な差別に係る紛争）に関し、第 12 の

相談を経てもその解決が期待できないと認められるときは、知事に対し、当該差別

事案を解決するために必要な助言・説示・あっせんを行うべき旨の申立てをするこ

とができることとしている（①）。 

・申立ての対象となる事案は、委員間討議において、不当な差別的取扱い、不当な差

別的言動を含む「不当な差別」とし、その他の人権侵害は含めないこととすると整

理されたところであるが、本人の意に反する人種等の属性に関する情報収集等（被

差別部落に係る身元調査など）については、それが「不当な差別」自体といえるか

第 13 助言、説示及びあっせんの申立て 

① 不当な差別を受けた者（属性情報収集等の対象となった者を含む。③におい

て同じ。）、その家族その他の関係者は、不当な差別（属性情報収集等を含む。

以下（２）において同じ。）に係る紛争（以下「差別事案」という。）に関し、

第 12の相談を経てもその解決が期待できないと認められるときは、知事に対し、

当該差別事案を解決するために必要な助言、説示又はあっせんを行うべき旨の

申立てをすることができる。 

② ①の「属性情報収集等」とは、正当な理由なく、特定の者が有する人種等の

属性に関する情報であって、その者に対する不当な差別を助長し、又は誘発す

るおそれがあるものの収集を行い、依頼し、又は受託する行為をいう。 

③ 不当な差別を受けた者の家族その他の関係者は、不当な差別を受けた者の意

思に反して①の申立てをすることができない。 

④ ①の申立ては、当該申立てに係る差別事案が次のいずれかに該当するときは、

することができない。 

⑴ 裁判所による判決、公的な仲裁機関又は調停機関による裁決等により確定

した権利関係に関するものであること。 

⑵ 裁判所又は公的な仲裁機関若しくは調停機関において係争中のものである

こと。 

⑶ 行政不服審査法その他の法令に基づく不服申立て又は苦情の申出をするこ

とができる行政庁の処分その他公権力の行使又は職員の職務執行に関するも

のであること。 

⑷ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例第 18

条第１項の申立てをすることができるものであること。 

⑸ 行為の日（継続する行為にあっては、その行為の終了した日）から３年を

経過したものであること。 

⑹ 現に犯罪の捜査の対象となっているものであること。 

⑺ 差別事案に係る相手方が不明であるものであること。 
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どうかについては疑義がある3ケースもあると考えられる一方、不当な差別に密接

に関連するものであり、他県等の部落差別解消に関する条例でも助言や勧告の対象

となっていることを踏まえ、「（２） 不当な差別に係る紛争の解決を図るための体

制」においては、助言・説示・あっせんの申立ての対象となる「不当な差別」に含

めることが考えられる。なお、「不特定多数の者が共通の人種等の属性を有するこ

とを容易に識別することを可能とする情報を公然と摘示する行為」（「４ 基本理念

（不当な差別その他の人権侵害行為の禁止）」参照）は、当事者間の紛争とはいい

難く助言・説示・あっせんの対象とすることは難しいと考えられる。 

・③において、助言・説示・あっせんの申立ての除外事由について列挙することとし、

「（旧）鳥取県人権侵害救済推進及び手続に関する条例」、「障害のある人もない人

も共に生きる平和な長崎県づくり条例」などを参考にして、法律や他の条例に基づ

く類似の仕組みとの重複を避けるという観点から⑴から⑷までを掲げ、事案の発生

から長期間経過すると、事実の確認などが困難になることを考慮し、障がい者差別

解消条例と同様に⑸を掲げ、犯罪捜査への支障が生じないよう⑹を掲げ、助言・説

示・あっせんが実際上困難であることと考えられることから⑺を掲げることとして

いる。 

 

※執行部からの意見聴取も踏まえ、障がい者差別解消条例の助言・説示・あっせんの

申立ての対象とはならない障がいを理由とする差別事案を本条例でどのように取

り扱うかについて更なる検討が必要である。 

  

                                                   
3 ただし、少なくともプライバシーの侵害など人権侵害には該当すると考えられる。 
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（参考） 

 
 

 

 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （助言及びあっせんの申立て） 

第十八条 障がい者、障がい者の家族、事業者その他の関係者は、前二条の規定による相

談を経ても差別事案の解決が期待できないと認められるときは、知事に対し、当該差別

事案を解決するために必要な助言又はあっせんを行うべき旨の申立てをすることがで

きる。 

２ 障がい者の家族その他の関係者は、障がい者の意思に反して前項の申立てをすること

ができない。 

３ 第一項の申立ては、行為の日（継続する行為にあっては、その行為の終了した日）か

ら三年を経過した差別事案に係るものであるときは、することができない。 

○ （旧）鳥取県人権侵害救済推進及び手続に関する条例 

 （救済の申立て等） 

第 17 条 何人も、本人が人権侵害の被害を受け、又は受けるおそれがあるときは、委員

会に対し救済又は予防の申立てをすることができる。 

２ 何人も、本人以外の者が人権侵害の被害を受け、又は受けるおそれがあることを知っ

たときは、委員会に対しその事実を通報することができる。 

３ 第１項の申立て又は前項の通報（以下「申立て又は通報」という。）は、当該申立て

又は通報に係る事案が次のいずれかに該当する場合は、行うことができない。 

⑴ 裁判所による判決、公的な仲裁機関又は調停機関による裁決等により確定した権利

関係に関するものであること。 

⑵ 裁判所又は公的な仲裁機関若しくは調停機関において係争中の権利関係に関する

ものであること。 

⑶ 行政庁の行う処分の取消し、撤廃又は変更を求めるものであること。 

⑷ 申立て又は通報の原因となる事実のあった日（継続する行為にあっては、その終了

した日）から１年を経過しているものであること（その間に申立て又は通報をしなか

ったことにつき正当な理由がある場合を除く。）。 

⑸ 申立て又は通報の原因となる事実が本県以外で起こったものであること（人権侵害

の被害を受け、又は受けるおそれのある者が県民である場合を除く。）。 

⑹ 損害賠償その他金銭的補償を求めるものであること。 

⑺ 現に犯罪の捜査の対象となっているものであること。 

⑻ 関係者が不明であるものであること。 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、その性質上、申立て又は通報を行うのに適当でないも

のとして規則で定めるものであること。 

４・５ （略） 
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○ 障害のある人もない人も共に生きる平和な長崎県づくり条例 

 （助言又はあっせんの申立て） 

第 32 条 障害のある人は、自己に対する対象事案の解決を図るため、知事に対して、当

該対象事案の解決のための助言又はあっせんの手続の申立てをすることができる。 

２ 障害のある人の家族その他の関係者は、当該障害のある人の権利利益を保護するため

必要な場合に限り、知事に対して、当該障害のある人に対する対象事案の解決のための

助言又はあっせんの手続の申立てをすることができる。 

３ 前２項の申立ては、行政不服審査法(平成 26年法律第 68号)その他の法令に基づく不

服申立て又は苦情申立てをすることができる行政庁の処分又は職務執行については、す

ることができない。 
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【趣旨等】 

・障がい者差別解消条例を参考にして、助言・説示・あっせんの手続について規定す

る。 

・①の「助言、説示又はあっせんを行うことが適当でないと認められるとき」は、障

がい者差別解消条例における考え方を参照すると、例えば、 

１）申立てのあった事案が明らかに差別事案に該当しない場合 

２）申立ての時点で、相談による対応（助言、調整など）が十分尽くされていな

い場合 

３）当事者間の感情的対立が激しく、相手方当事者の参加が当初から期待できな

い状況にある場合 

４）知事が申立てのあった事案の事実関係を調査しても、事実関係の解明が難し

い場合 

 などが考えられる。 

・助言・説示・あっせんを行うに当たっては、事実関係の解明が必要となるため、相

手方その他の関係人に協力を求めた上で、知事において、事実関係の基礎調査を行

うことができるようにする（②）。 

・助言・説示・あっせんについては、知事が実施することとするが、知事による助言・

説示・あっせんの手続の公正中立性を担保するため、第三者機関（三重県差別解消

調整委員会）の意見を聴く（諮問する）ことができる仕組みを採用する（③）。な

お、県及び県が設立した地方独立行政法人が差別事案の当事者である場合には、諮

問を義務付けることとしている（④）。 

・⑤の「差別事案の解決の見込みがないと認めるとき」は、障がい者差別解消条例に

おける考え方を参照すると、例えば、 

１） 申立人の相手方が、あっせんの手続に参加する意思がない旨を表明したとき。 

２）当事者の一方又は双方があっせんの打切りを申し出たとき。 

３）当事者の双方があっせん案を受諾しないとき。 

第 14 助言、説示及びあっせん 

① 知事は、第 13①の申立てがあったときは、助言、説示又はあっせんを行うも

のとする。ただし、助言、説示又はあっせんを行うことが適当でないと認めら

れるときは、この限りでない。 

② 知事は、第 13①の申立てがあったときは、当該申立てに係る差別事案の事実

関係について調査を行うことができる。この場合において、当該申立てをした

者（以下「申立人」という。）、相手方その他の関係人は、正当な理由がある場

合を除き、これに協力しなければならない。 

③ 知事は、助言（①による助言に限る。以下（２）において同じ。）、説示又は

あっせんを行うに当たり必要があると認めるときは、三重県差別解消調整委員

会の意見を聴くものとする。 

④ 助言、説示又はあっせんの対象となる差別事案の当事者が県又は県が設立し

た地方独立行政法人であるときは、③にかかわらず、知事は、助言、説示又は

あっせんを行うに当たり、三重県差別解消調整委員会の意見を聴くものとする。 

⑤ 知事は、あっせんによっては第 13①の申立てに係る差別事案の解決の見込み

がないと認めるときは、あっせんを打ち切ることができる。 
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 などが考えられる。 

 

（参考） 

 
 

  

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （助言及びあっせん） 

第十九条 知事は、前条第一項の申立てがあったときは、助言又はあっせんを行うものと

する。ただし、助言又はあっせんを行うことが適当でないと認められるときは、この限

りでない。 

２ 知事は、前条第一項の申立てがあったときは、当該申立てに係る差別事案の事実関係

について調査を行うことができる。この場合において、当該申立てをした者（第二十三

条及び第二十四条第六項において「申立人」という。）、相手方その他の関係人は、正当

な理由がある場合を除き、これに協力しなければならない。 

３ 知事は、助言又はあっせんを行うに当たり必要があると認めるときは、三重県障がい

者差別解消調整委員会の意見を聴くものとする。 

４ 助言又はあっせんの対象となる差別事案の当事者が県又は地方独立行政法人である

ときは、前項の規定にかかわらず、知事は、助言又はあっせんを行うに当たり、三重県

障がい者差別解消調整委員会の意見を聴くものとする。 

５ 知事は、あっせんによっては前条第一項の申立てに係る差別事案の解決の見込みがな

いと認めるときは、あっせんを打ち切ることができる。 
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【趣旨等】 

・障がい者差別解消条例を参考にして、助言・説示・あっせんを行った場合において、

不当な差別をしたと認められる当事者が正当な理由なくそれに従わない場合の勧

告について規定する。これは、助言・説示・あっせんは、当事者間での自主的な問

題解決を援助するためのものであり、助言・説示・あっせんに従うかどうかは、当

事者に委ねられているが、助言・説示・あっせんに従わないことに正当な理由があ

ると認められないような場合に、何らの措置も行わないこととすると、助言・説示・

あっせんの実効性が担保されず、当該手続の意義が損なわれるおそれがあるため、

正当な理由がないと認められる場合には、差別をしたと認められる当事者に助言・

説示・あっせんに従うよう勧告し、問題解決のための行動を促すものである。 

・勧告は、書面により行うことが想定される。 

・なお、勧告は、法的拘束力があるものではなく、非権力的な行政指導に該当する。 

 

（参考） 

 
 

  

第 15 勧告 

知事は、助言、説示又はあっせんを行った場合において、不当な差別に該当す

る行為をしたと認められる者が、正当な理由なく当該助言、説示又はあっせんに

従わないときは、当該者に対して、必要な措置をとるよう勧告することができる。 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （勧告） 

第二十一条 知事は、助言又はあっせんを行った場合において、差別事案に該当する行為

をしたと認められる者が、正当な理由なく当該助言又はあっせんに従わないときは、当

該者に対して、必要な措置をとるよう勧告することができる。 
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【趣旨等】 

・障がい者差別解消条例を参考にして、勧告を行う前の意見聴取の手続について規定

する。これは、勧告は法的な拘束力のないものであるが、勧告の対象者の活動に事

実上の影響を与えることも考えられることから、手続の適正を担保するためである。 

・障がい者差別解消条例では、勧告の対象者等の出頭による意見の聴取のみしか規定

されていない（ただし、施行規則で意見の陳述の期日に出向くことに代えて意見書

及び証拠書類等を提出することができる旨を規定している。）が、勧告の対象者等

の便宜を考慮し、「三重県行政手続条例」を参考にして、出頭に代えて、陳述書、

証拠書類等を提出することができる旨を規定することとしている（②）。 

 

（参考） 

 
 

第 16 意見の聴取 

① 知事は、第 15の勧告をする場合には、あらかじめ、期日、場所、差別事案の

内容及び当該期日への出頭に代えて陳述書、証拠書類等を提出することができ

ることを示して、勧告の対象となる者又はその代理人の出頭を求めて、意見の

聴取を行わなければならない。 

② 勧告の対象となる者又はその代理人は、①の期日への出頭に代えて、知事に

対し、当該期日までに陳述書、証拠書類等を提出することができる。 

③ 知事は、勧告の対象となる者又はその代理人が正当な理由なく意見の聴取（②

の陳述書、証拠書類等の提出を含む。）に応じないときは、①にかかわらず、意

見の聴取を行わないで勧告することができる。 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （意見の聴取） 

第二十二条 知事は、前条の規定による勧告をする場合には、あらかじめ、期日、場所及

び事案の内容を示して、勧告の対象となる者又はその代理人の出頭を求めて、意見の聴

取を行わなければならない。ただし、これらの者が正当な理由なく意見の聴取に応じな

いときは、意見の聴取を行わないで勧告することができる。 
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○ 三重県行政手続条例 

 （聴聞の通知の方式） 

第十五条 行政庁は、聴聞を行うに当たっては、聴聞を行うべき期日までに相当な期間を

おいて、不利益処分の名宛人となるべき者に対し、次に掲げる事項を書面により通知し

なければならない。 

一～四 （略） 

２ 前項の書面においては、次に掲げる事項を教示しなければならない。 

一 聴聞の期日に出向いて意見を述べ、及び証拠書類又は証拠物（以下「証拠書類等」

という。）を提出し、又は聴聞の期日への出向くことに代えて陳述書及び証拠書類等

を提出することができること。 

二 （略） 

３ （略） 

 （陳述書等の提出） 

第二十二条 当事者又は参加人は、聴聞の期日への出向くことに代えて、主宰者に対し、

聴聞の期日までに陳述書及び証拠書類等を提出することができる。 

２ （略） 
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【趣旨等】 

・障がい者差別解消条例を参考にして、知事が実施した助言・説示・あっせん・勧告

の状況の公表について規定する。 

・この公表については、障がい者差別解消条例と同様、制裁的手段ではなく、どのよ

うな行為が不当な差別に当たるのか、また、それらに対してどのような解決策を与

えることが望ましいのか等についての有力な指針を提供するという観点から、不当

な差別の防止に向けた情報提供として位置付けるものであり、当事者の氏名等、関

係人の秘密は除いて差別事案の概要等の必要な事項を公表するものとしている。 

・ただし、差別事案の中には、関係人の秘密を除いて公表することが困難なものや、

二次被害の懸念等から申立人が公表を望まないもの等の、公表することが適切では

ないと考えられる特別な事情があるものも想定されるため、そのような事情がある

場合は、公表しないことができることとしている。 

・公表の手段としては、県ウェブサイトへの掲載、人権施策基本方針に基づく施策の

実施状況の年次報告への掲載、市町等の関係者に対する個別伝達などが想定される。 

 

（参考） 

 
 

  

第 17 助言、説示及びあっせん並びに勧告の状況の公表 

知事は、差別事案の発生の防止又は差別事案が発生した場合における当該差別

事案の解決に資するため、助言、説示若しくはあっせん又は勧告を行った場合に

おいて、申立人、相手方その他の関係人の秘密を除いて、必要な事項を一般に公

表するものとする。ただし、特別の事情があるときは、公表しないことができる。 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （助言及びあっせんの状況の公表） 

第二十三条 知事は、差別事案の発生の防止又は差別事案が発生した場合における当該差

別事案の解決に資するため、助言又はあっせんを行った場合において、申立人、相手方

その他の関係人の秘密を除いて、必要な事項を一般に公表することができる。 

○ 三重県統計調査条例 

 （結果の公表） 

第八条 知事等は、県統計調査の結果を、速やかに、インターネットの利用その他の適切

な方法により公表しなければならない。ただし、特別の事情があるときは、その全部又

は一部を公表しないことができる。 
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【趣旨等】 

・知事による助言・説示・あっせんに当たっては、必要に応じて第三者機関に諮問を

行うこととしているが（「第 14 助言及びあっせん」参照）、諮問を受ける第三者機

関としては、障がい者差別解消条例を参考にして、三重県人権施策審議会とは別に、

知事の附属機関として三重県差別解消調整委員会を新たに設けることとし、その組

織や運営について規定する。 

・障がい者差別解消条例では三重県障がい者差別解消調整委員会の委員構成の男女割

合について特に要件は設けられていないが、既存条例では三重県人権施策審議会の

委員構成の男女割合についての要件が規定されていることや、性別を理由とする不

当な差別に関する助言・説示・あっせんの申立てもあり得ることを考慮し、委員構

成の男女割合についての要件として、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総

数の 10分の４未満とならないものとすることを規定する（③）。なお、既存条例で

は、委員構成の男女割合の要件規定は、委員の任命規定の次に置かれているが、他

の県条例での同様の規定の状況に鑑み、ここでは委員数の規定（②）の次に置いて

いる。 

第 18 三重県差別解消調整委員会 

① 第 14③及び④に基づく知事の諮問に応じて調査審議を行わせるため、知事の

附属機関として、三重県差別解消調整委員会（以下「調整委員会」という。）を

置く。 

② 調整委員会は、委員 10人以内で組織する。 

③ ②の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の 10分の

４未満とならないものとする。ただし、知事が、やむを得ない事情があると認

めた場合は、この限りでない。 

④ 委員は、調整委員会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、

かつ、人権に関して高い識見及び豊かな経験を有する者のうちから知事が任命

する。 

⑤ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

⑥ 委員は、再任されることができる。 

⑦ 調整委員会に、差別事案に係る専門の事項を調査審議させるため、専門委員

を置くことができる。 

⑧ 専門委員は、差別事案に係る専門の学識経験のある者のうちから、知事が任

命する。 

⑨ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査審議が終了し

たときは、解任されるものとする。 

⑩ 委員及び専門委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。

その職を退いた後も同様とする。 

⑪ 調整委員会は、調査審議を行うために必要があると認めるときは、申立人、

相手方その他の関係人に対し、その出席若しくは映像及び音声の送受信により

相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法による参加を求

めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

⑫ ①～⑪に定めるもののほか、調整委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 
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・委員の専門性や公平性が確保されるよう、「三重県公益認定等審議会及び県が所管

する公益信託に関する条例」等を参考にして、委員は、調整委員会の権限に属する

事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、人権に関して高い識見及び豊かな

経験を有する者のうちから知事が任命することとしている（④）。これは、「第 26 

審議会の組織等」③の「人権に関し学識経験を有する」という要件と基本的には同

じ趣旨であるが、不当な差別に該当するかどうかの判断等にはより一層の公正性や

専門性が求められることを踏まえた表現としているものである。 

・調査審議の対象となる差別事案は、事案によって様々な属性や分野に関わるもので

あることが想定されることから、必要に応じ、それぞれの差別事案に係る専門の学

識経験を有する者を臨機に活用することができるよう、専門委員を置くことができ

ることとしている。（⑦～⑨） 

・調整委員会は、必要に応じて、申立人、相手方その他の関係人に対して意見聴取等

を行うことができることとし、障がい者差別解消条例の同様の規定内容に加えて、

オンラインによる意見聴取等もできるような規定とする（⑪）。 

 

（参考） 

 
 

 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （三重県障がい者差別解消調整委員会） 

第二十四条 第十九条第三項及び第四項の規定に基づく知事の諮問に応じて調査審議を

行わせるため、知事の附属機関として、三重県障がい者差別解消調整委員会（以下「調

整委員会」という。）を置く。 

２ 調整委員会は、委員十人以内で組織する。 

３ 委員は、関係行政機関の職員、学識経験のある者、障がい者、障がい者の福祉に関す

る事業に従事する者、事業者その他知事が必要と認める者のうちから知事が任命する。 

４ 前項の規定による委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

５ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

６ 調整委員会は、調査審議を行うために必要があると認めるときは、申立人、相手方そ

の他の関係人に対し、その出席を求めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求

めることができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、調整委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で

定める。 

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （審議会の組織等） 

第七条 審議会は、委員二十人以内で組織する。 

２ 委員は、人権に関し学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

３ 前二項の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分の四未

満とならないものとする。ただし、知事が、やむを得ない事情があると認めた場合は、

この限りでない。 

４～６ （略） 
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○ 三重県公益認定等審議会及び県が所管する公益信託に関する条例 

 （委員の任命） 

第四条 委員は、人格が高潔であって、審議会の権限に属する事項に関し公正な判断をす

ることができ、かつ、法律、会計又は公益法人に係る活動に関して優れた識見を有する

者のうちから、知事が任命する。 

○ （旧）鳥取県人権侵害救済推進及び手続に関する条例 

 （任命） 

第７条 委員は、人格が高潔で人権に関して高い識見及び豊かな経験を有する者のうちか

ら、議会の同意を得て知事が任命する。 

２・３ （略） 

○ 人権委員会設置法案（第 181回国会閣法第７号） 

 （委員長及び委員の任命） 

第九条 委員長及び委員は、人格が高潔であって、人権に関して高い識見を有し、人権委

員会の所掌事務の遂行につき公正かつ中立な判断をすることができ、かつ、法律又は社

会に関する学識経験のある者のうちから、両議院の同意を得て、内閣総理大臣が任命す

る。 

２～４ （略） 

○ 三重県行政不服審査会条例 

 （専門委員） 

第六条 審査会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。 

３ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解

任されるものとする。 

４ 専門委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も同様とする。 
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○ 三重県議会委員会条例 

 （出席の特例） 

第十四条の二 委員長は、新型コロナウイルス感染症その他重大な感染症のまん延を防止

するため必要があると認めるとき又は大規模な災害その他の緊急事態が発生した場合

において、委員会を招集する場所に参集することが困難な委員があると認めるときは、

映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができ

る方法によって、当該委員を委員会を招集する場所以外の場所から委員会に参加させる

ことができる。 

２・３ （略） 
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４ 不当な差別その他の人権問題を解消するための基本的施策 

 

 

【趣旨等】 

・人権教育及び人権啓発とそのための人材の育成・確保について規定する。 

・①では、学校教育等を通じて、人権尊重の理念を体得し、不当な差別等の解消に向

けて主体的に取り組むことができる実践力を育むための人権教育を積極的に行う

ことを規定する。 

・②では、人権尊重の理念を深め、不当な差別等を防止するための人権啓発を積極的

に行うことを規定する。 

・③では、人権問題の当事者の困難克服の支援のための人権啓発を積極的に行うこと

を規定する。 

・④では、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の基本理念を参考にして、

委員から出された人権教育及び人権啓発に関する意見をできる限り反映して、人権

教育及び人権啓発に当たっての留意事項として、様々な場を通じて、人権教育及び

人権啓発の内容に対する理解を深め、これを体得するよう 

１）多様な機会の提供、２）効果的な手法の採用、３）県民の自発性の涵
かん

養を旨と

して行われなければならないことを規定する。なお、人権教育及び人権啓発の推進

に関する法律の基本理念に掲げられている「自主性の尊重」については県民の自発

的な姿勢を育むよう「自発性の涵
かん

養」に置き換えるとともに、「実施機関の中立性

の確保」については特に委員意見として出されていないため除いている。 

第 19 人権教育及び人権啓発 

① 県は、学校教育等を通じて、誰もが等しく基本的人権を有するかけがえのな

い個人として尊重されるものであることその他の人権尊重の理念を体得させ、

不当な差別その他の人権問題の解消に向けて主体的に取り組むことができる実

践力を育むため、市町、関係機関等と連携し、必要な人権教育を積極的に行う

ものとする。 

② 県は、誰もが等しく基本的人権を有するかけがえのない個人として尊重され

るものであることその他の人権尊重の理念に対する理解を深め、不当な差別そ

の他の人権問題の発生を防止するため、市町、関係機関等と連携し、必要な人

権啓発を積極的に行うものとする。 

③ 県は、不当な差別その他の人権問題に係る当事者がその困難を克服すること

を支援するため、市町、関係機関等と連携し、人権侵害行為による被害に係る

支援に関する制度の周知その他の人権啓発を積極的に行うものとする。 

④ ①～③の人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な

場を通じて、県民が、その発達段階に応じ、当該人権教育及び人権啓発に係る

内容に対する理解を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提

供、効果的な手法の採用及び県民の自発性の涵
かん

養を旨として行われなければな

らない。 

⑤ 県は、①～③の人権教育及び人権啓発を担う人材の育成及び確保を図るもの

とする。 
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・なお、人権教育及び人権啓発の内容には、「第３ 基本理念（人権施策の推進に当

たっての基本理念）」の⑶を踏まえ、不当な差別などの人権問題の解消に当たって

の社会的障壁を改善していくことの意識付けも含まれる。 

・人権教育及び人権啓発に当たっては「運動」的な要素を取り入れるべきとの委員意

見の趣旨は、②において、「これ（人権尊重の理念）を体得する（…）よう、多様

な機会の提供、効果的な手法の採用及び県民の自発性の涵
かん

養を旨として行われなけ

ればならない」という部分に盛り込んでいる。 

 

※人権教育及び人権啓発については、様々な委員意見が出されたところであるが、そ

れらを適切に反映できているか。 

 

（参考） 

 
 

○ 鳥取県人権尊重の社会づくり条例 

 （差別のない社会づくりの推進） 

第７条 （略） 

２ 県は、差別行為を防止するため、人権に関する正しい知識の普及による偏見の解消を

はじめ、必要な人権教育及び人権啓発を積極的に行うものとする。 

３・４ （略） 
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○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （教育） 

第二十六条 県は、障がいの有無にかかわらず児童及び生徒が共に教育を受けられるよう

にするために必要な施策を積極的に推進するとともに、障がい者に対する理解及び社会

的障壁の除去の重要性に対する理解を深めるための教育を推進するものとする。 

２ 県は、前項の施策を推進するため、障がい者である児童及び生徒が在籍する学校の設

置者及び当該学校、当該児童及び生徒の保護者、地域住民その他の関係者間における連

携が図られるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 （啓発活動） 

第三十一条 県は、不当な差別的取扱いをすることによる障がい者の権利利益の侵害の防

止等及び社会的障壁の除去の実施についての合理的な配慮を的確に行うことに資する

ための措置に関する広報その他の啓発活動を行うものとする。 

２ 県は、障がい者が基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳

にふさわしい生活を保障される権利を有することについての理解を深め、その権利を行

使するために必要な知識を習得することができるようにするための啓発活動を行うも

のとする。 

３ 県は、障がい者に対する理解及び社会的障壁の除去の重要性に対する理解が深められ

るよう、障がい者への対応の仕方の分かりやすい説明、社会的障壁の除去の重要性に関

する意識の啓発その他の啓発活動を行うものとする。 

４ 県は、県民による障がい者の自立及び社会参加への主体的な支援が円滑になされるよ

う、当該支援の重要性に関する意識の啓発、障がい者の自立及び社会参加を促進するた

めの取組及び制度の周知その他の啓発活動を行うものとする。 

○ 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

 （基本理念） 

第三条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域そ

の他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解

を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、

国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 

○ 学校教育法 

第八十一条 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校におい

ては、次項各号のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必

要とする幼児、児童及び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による

学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行うものとする。 

②・③ （略） 
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○ 障害者基本法 

 （目的） 

第一条 この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有

するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのつとり、全ての国民

が、障害の有無によつて分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関

し、基本原則を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者

の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障

害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを

目的とする。 
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【趣旨等】 

・人権侵害行為による被害の救済を図るための情報の提供その他の必要な支援につい

て規定する。 

・人権侵害行為による被害の態様はケースにより様々であると考えられるため、具体

的な支援内容としては、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」を参考に

して、「情報の提供」のみを例示しているが、「必要な支援」には、被害の態様に応

じて、関係機関につなぐことや福祉サービスの提供、安全の確保などが含まれ得る

と考えられる。 

 

（参考） 

 
 

  

第 20 人権侵害行為による被害に係る支援 

県は、人権侵害行為による被害の救済を図るため、市町、関係機関等と連携し、

人権侵害行為を受けた者に対して、情報の提供その他の必要な支援を行うものと

する。 

○ 川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例 

 （人権侵害による被害に係る支援） 

第８条 市は、インターネットを利用した不当な差別その他の人権侵害による被害の救済

を図るため、関係機関等と連携し、相談の実施、情報の提供その他の必要な支援を行う

ものとする。 
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【趣旨等】 

・人権施策を効果的に実施するための不当な差別その他の人権問題の実態調査につい

て規定する。 

・実態調査の手法によっては新たな不当な差別等を生み出しかねないとの委員意見を

踏まえ、「奈良県部落差別の解消の推進に関する条例」を参考にして、調査の実施

に当たっては、新たな不当な差別その他の人権問題が生じないよう留意しなければ

ならないことを規定する（②）。 

・実態調査の具体的手法としては、人権問題に関する県民意識調査や不当な差別等の

当事者に対する調査などが想定される。 

・実態調査の結果等については、県民に対して公表され、人権教育・人権啓発などに

活用されることが期待される。 

 

（参考） 

 
 

 
  

第 21 実態調査 

① 県は、人権施策を効果的に実施するため、市町、関係機関等と連携し、不当

な差別その他の人権問題の実態を把握するための調査を行うものとする。 

② 県は、①の調査を実施するに当たっては、当該調査により新たな不当な差別

その他の人権問題が生じないよう留意しなければならない。 

○ 奈良県部落差別の解消の推進に関する条例 

 （調査の実施） 

第五条 県は、部落差別の解消に関する施策の実施及び前条の基本計画策定のため、必要

に応じて、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 

２ 県は、前項の調査を実施するに当たっては、当該調査により新たな差別が生じないよ

う留意しなければならない。 

○ 鳥取県人権尊重の社会づくり条例 

 （差別のない社会づくりの推進） 

第７条 （略） 

２・３ （略） 

４ 県は、差別行為の防止のための施策を効果的に実施するため、差別行為の実態の把握

並びに必要な情報の収集及び分析を行うものとする。 
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【趣旨等】 

・人権施策を効果的に実施するための不当な差別その他の人権問題に関する相談事例

等の情報の収集、蓄積及び分析について規定する。 

・なお、「第 21 実態調査」が能動的に（新たな）情報を得ようとするものであるの

に対して、本規定の内容は、県の機関における相談事例等の受動的に県が得た情報

や他自治体の相談事例等の既存の情報について収集、蓄積及び分析を行うものであ

る。 

・情報の収集、蓄積、分析の結果等については、県民に対して公表され、人権教育・

人権啓発などに活用されることが期待される。 

 

（参考） 

 
 

  

第 22 情報の収集、蓄積及び分析 

県は、人権施策を効果的に実施するため、市町、関係機関等と連携し、不当な

差別その他の人権問題に関する相談の事例等の必要な情報の収集、蓄積及び分析

を行うものとする。 

○ 鳥取県人権尊重の社会づくり条例 

 （差別のない社会づくりの推進） 

第７条 （略） 

２・３ （略） 

４ 県は、差別行為の防止のための施策を効果的に実施するため、差別行為の実態の把握

並びに必要な情報の収集及び分析を行うものとする。 
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【趣旨等】 

・インターネットによる不当な差別などの人権侵害が深刻な現状であることに鑑み、

インターネットによる人権侵害行為を防止するために必要な措置を講ずることに

ついて規定する。 

・必要な措置の例示としては、「湯浅町部落差別をなくす条例」、「群馬県インターネ

ット上の誹謗中傷等の被害者支援等に関する条例」などを参考にして、１）モニタ

リング、２）インターネット上での人権啓発、３）インターネットリテラシーの向

上を図るための教育・啓発を挙げている。 

・なお、不当な差別などの人権侵害に係るインターネット上の書込みを県が把握した

場合には、県として、県内に関わる事象は津法務局、県外にわたるものは全国人権

同和行政促進協議会へ通報し、削除に向けた取組を行っている現状があり、そのよ

うな取組も「その他の必要な措置」に含まれると解される。 

・なお、インターネットによる人権侵害に関しては、別途、前文の「人権侵害行為」

の定義において「インターネットを通じて行われるものを含む」ことを明示すると

ともに、「第８ 特定電気通信役務提供者の責務」を設けることとしている。 

 

（参考） 

 
 

第 23 インターネットによる人権侵害行為の防止 

県は、インターネットによる人権侵害行為を防止するため、モニタリング（イ

ンターネット上の人権侵害行為に係る情報を監視することをいう。）、インターネ

ット上での人権啓発、インターネットの適切な利用に関するリテラシーの向上を

図るための教育及び啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。 

○ 湯浅町部落差別をなくす条例 

 （定義） 

第２条 この条例において用いる用語の意義は、次に掲げるとおりとする。 

⑴・⑵ （略） 

⑶ モニタリングとは、インターネット上における部落差別と見なされる書込み及び投

稿等（以下「差別書込み等」という。）を監視することをいう。 

⑷～⑼ （略） 

 （モニタリング） 

第９条 町長は、差別の助長及び拡散を抑止することを目的に、モニタリングを行うもの

とする。 

２ 町長は、前項に規定するモニタリングにおいて、町に関係する差別書込み等を発見し

た場合は、必要な方法によりそれを消去するよう努めるものとする。 

３・４ （略） 
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○ 群馬県インターネット上の誹謗中傷等の被害者支援等に関する条例 

 （定義） 

第二条 （略） 

２・３ （略） 

４ この条例において「インターネットリテラシー」とは、インターネットの利便性、危

険性及び基本的なマナーを理解して、正しく情報を取捨選択し、適正な情報を発信し、

及びインターネット上のトラブルを回避してインターネットを正しく活用する能力を

いう。 

 （インターネットリテラシーの向上） 

第八条 県は、県民の年齢、立場等に応じたインターネットリテラシーを学ぶ機会を提供

するため、研修会、講演会等の開催のほか、教材等の制作、情報提供等必要な施策を講

ずるものとする。 

２ （略） 
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【趣旨等】 

・災害その他緊急事態発生時において人権侵害行為の防止や人権尊重のために必要な

措置を講ずることについて規定する。 

・委員意見では「災害時における人権侵害の防止」を規定すべきとのことであったが、

「三重県議会基本条例」を参考にして、自然災害の発生時だけでなく、感染症の流

行や他国からの武力攻撃などの県民の生命・財産を脅かすおそれのある事態の発生

時も対象とするため、「災害その他緊急事態の発生時」としている。なお、三重県

議会基本条例では、「大規模な災害その他の緊急事態」という形で「緊急事態」の

例示として「大規模な災害」を挙げているが、本規定では大規模ではない災害の発

生時も対象とすべきであるところ、大規模ではない災害が「緊急事態」といえるか

には疑義があるため、本規定では「災害」と「緊急事態」を並列させる表現として

「災害その他緊急事態」を用いることとしている。 

・「必要な措置」には、災害等の発生時に避難所等で実際に行う取組だけでなく、災

害等の発生時における人権侵害行為等を未然に防止するために平時から行う啓発

等の取組も含まれる。 

・「必要な措置」の例示としては、「人権侵害行為を助長し、又は誘発するおそれのあ

る風説の流布の防止のための対策」、すなわち人権侵害行為につながるデマの防止

対策を挙げている。他に想定されるものとしては、災害等の発生時に起こり得る人

権侵害行為等やそれを防止するための取組についての周知、配慮が必要な属性を有

する者（障がい者、外国人など）に対する避難所における配慮に関する措置などが

想定される。 
 

（参考） 

 
 

  

第 24 災害その他緊急事態の発生時における人権侵害行為の防止等 

県は、災害その他緊急事態の発生時において人権侵害行為を防止し、及び人権

を尊重するため、災害その他緊急事態の発生時における人権侵害行為を助長し、

又は誘発するおそれのある風説の流布の防止のための対策その他の必要な措置を

講ずるものとする。 

○ 三重県議会基本条例 

 （大規模な災害その他の緊急事態への対応） 

第七条の二 議会は、大規模な災害その他の緊急事態の発生に際し、議事機関として迅速

かつ的確な対応を行うほか、状況の把握その他の調査活動を行うなど、議会の役割を踏

まえた必要な対応を行うものとする。 

２ （略） 

○ 刑法 

 （信用毀損及び業務妨害） 

第二百三十三条 虚偽の風説を流布し、又は偽計を用いて、人の信用を毀損し、又はその

業務を妨害した者は、三年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 
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５ 三重県人権施策審議会 

 

 

【趣旨等】 

・既存条例の「三重県人権施策審議会の設置」及び「審議会の組織等」をベースとし

て、人権施策基本方針その他人権施策について調査審議するための三重県人権施策

審議会の設置、組織や運営について規定する。 

・審議会の役割としては、人権施策基本方針その他人権施策についての調査審議（①）

のほか、既存条例と同様に、人権施策に関する事項に関し、知事に意見を述べるこ

とができること（②）を規定する。なお、人権施策の実施状況に関する評価も審議

会の役割として規定すべきとの委員意見もあったところであるが、既存条例におけ

る審議会においても「人権施策基本方針その他人権施策についての調査審議」の中

で、「行動プランの年次報告書（案）」が議題となり、県の施策・取組に対して意見

をもらっている現状があるので、あえて規定内容を加えることとはしていない。 

・この条例の施行によって不当な差別に係る紛争の解決を図るための体制が整備され

ることなどにより、差別事案の事例の人権施策への反映に向けた議論など、審議会

の調査審議の内容にも変化が生じることが想定される。 

・既存条例では、委員構成の男女割合の要件規定は、委員の任命規定の次に置かれて

いるが、「三重県食の安全・安心の確保に関する条例」など他の県条例での同様の

規定の状況に鑑み、ここでは委員数の規定（③）の次に置いている（④）。 

・既存条例では、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は「知事が定める」とされ

ていたが、「第 18 三重県差別解消調整委員会」では障がい者差別解消条例に倣っ

て同様の事項を規則で定めることとしていることとの平仄を合わせるとともに、条

例全体として条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めることとしている（「第

29 規則への委任」参照）ことから、本規定においても、「規則で定める」ことと

している（⑧）。 

  

第 25 三重県人権施策審議会 

① 人権施策基本方針その他人権施策について調査審議するため、三重県人権施

策審議会（第 25において「審議会」という。）を設置する。 

② 審議会は、人権施策に関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。 

③ 審議会は、委員 20人以内で組織する。 

④ ③の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の 10分の

４未満とならないものとする。ただし、知事が、やむを得ない事情があると認

めた場合は、この限りでない。 

⑤ 委員は、人権に関し学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

⑥ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

⑦ 委員は、再任されることができる。 

⑧ ①～⑦に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 
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（参考） 

 
 

 
  

○ 人権が尊重される三重をつくる条例 

 （三重県人権施策審議会の設置） 

第六条 人権施策基本方針その他人権施策について調査審議するため、三重県人権施策審

議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、人権施策に関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。 

 （審議会の組織等） 

第七条 審議会は、委員二十人以内で組織する。 

２ 委員は、人権に関し学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

３ 前二項の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分の四未

満とならないものとする。ただし、知事が、やむを得ない事情があると認めた場合は、

この限りでない。 

４ 委員の任期は二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、知事が定め

る。 

○ 三重県食の安全・安心の確保に関する条例 

 （組織等） 

第二十九条 検討会議は、委員十人以内で組織する。 

２ 前項の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分の四未満

とならないものとする。ただし、知事がやむを得ない事情があると認めた場合は、この

限りでない。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

一～四 （略） 

４～６ （略） 
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６ 雑則 

 

 

【趣旨等】 

・条例に基づく施策を推進するに当たっては、一定の財政措置が必要になることから、

その点を担保するため、障がい者差別解消条例を参考にして、財政上の措置につい

て規定する。 

・既存の県の条例において財政上の措置に関する規定があるものは、議員提出条例か

執行部提出条例かによらず、23条例あるが、そのうち 22条例が努力義務となって

いる4こととのバランスや、知事の予算調製権への配慮という観点から、本条例に

おいても財政上の措置は努力義務として規定することが適当であると考えられる。 

 

（参考） 

 

 

  

                                                   
4 なお、唯一「三重県食の安全・安心の確保に関する条例」の「財政上の措置」（第９条）は「食

の安全・安心の確保に関する施策を実施するため必要な財政上の措置その他の措置を講じなけれ

ばならない」と規定されており、義務規定となっているが、あくまで「財政上の措置その他の措

置」であり、財政上の措置に限定されない書きぶりとなっている。 

第 26 財政上の措置 

県は、この条例の目的を達成するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努め

るものとする。 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （財政上の措置） 

第三十四条 県は、この条例の目的を達成するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努

めるものとする。 



 

54 

 

 

 

【趣旨等】 

・助言・説示・あっせんの手続における申立ての書式を定めるなどの必要があるため、

障がい者差別解消条例と同様に、規則への委任について規定する。 

 

（参考） 

 
 

  

第 27 規則への委任 

この条例に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

 （規則への委任） 

第三十五条 この条例に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 
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附 則 

 

 

【趣旨等】 

・附則として、施行期日を定めるとともに、障がい者差別解消条例などを参考にして、

必要な準備行為や経過措置、検討について規定する。 

 

※施行期日をいつにするかについては、条例案検討の最終段階で改めて検討すること

とする。なお、「３ 不当な差別その他の人権問題を解消するための体制の整備」

のうち「（２） 不当な差別に係る紛争の解決を図るための体制」は、体制整備に

一定の準備期間が必要と考えられることから、障がい者差別解消条例と同様、原則

的な施行期日から遅れて施行することを検討する必要があると考えられる。 

※検討規定について、おおむね何年ごとに検討するかについては、執行部からの意見

聴取も踏まえ、引き続き検討を行う。 

 

  

（施行期日） 

１ この条例は、令和  年  月  日から施行する。 

（準備行為） 

２ 調整委員会の委員の選任のために必要な行為、第 18⑫の規則の制定その他の

準備行為は、この条例の施行の日（５において「施行日」という。）前において

も行うことができる。 

（人権施策基本方針に関する経過措置） 

３ この条例の施行の際現に存する改正前の人権が尊重される三重をつくる条例

（５において「旧条例」という。）第５条第１項の規定に基づく人権施策基本方

針は、第 11①に基づく人権施策基本方針が定められるまでの間、第 11①に基づ

く人権施策基本方針とみなす。 

（助言、説示又はあっせんの申立てに関する期間に関する経過措置） 

４ この条例の公布の日から令和  年  月  日までの間に、第 13④⑸の期

間が経過することとなる差別事案については、第 13④⑸にかかわらず、令和  

年  月  日から起算して６月以内に限り、第 13①の申立てをすることがで

きる。 

（審議会の委員に関する経過措置） 

５ この条例の施行の際現に旧条例第７条第２項の規定により旧審議会（旧条例

第６条第１項の規定により設置された三重県人権施策審議会をいう。以下同

じ。）の委員に任命されている者は、施行日に、第 26③により審議会の委員に任

命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる

者の任期は、第 26④にかかわらず、施行日における旧審議会の委員としての任

期の残任期間と同一の期間とする。 

（検討） 

６ この条例の規定については、この条例の施行後おおむね○年ごとに検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 
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（参考） 

 
 

 
 

 

○ 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成三十年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第三十二条及び第六章並びに附則第二項の規定 公布の日 

二 第三章（第十六条を除く。）、第四章及び第三十三条並びに附則第三項の規定 平成

三十一年四月一日 

（準備行為） 

２ 相談員並びに調整委員会及び協議会の委員の選任のために必要な行為、第二十四条第

七項の規則の制定その他の準備行為は、附則第一項第二号に掲げる規定の施行の日前に

おいても行うことができる。 

（助言又はあっせんの申立てに関する期間の特例） 

３ この条例の公布の日から平成三十一年三月三十一日までの間に、第十八条第三項に規

定する期間が経過することとなる差別事案については、同項の規定にかかわらず、平成

三十一年四月一日から起算して六月以内に限り、同条第一項の申立てをすることができ

る。 

（検討） 

４ この条例の規定については、この条例の施行後おおむね三年ごとに、この条例の施行

の状況、障害者基本法、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律その他の関係

法律の見直しの状況等を勘案して検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講

ぜられるものとする。 

○ 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律の一部を

改正する法律（平成 28年法律第 97号） 

   附 則 

（経過措置） 

２ この法律の施行の際現に存するこの法律による改正前の鳥獣による農林水産業等に

係る被害の防止のための特別措置に関する法律第四条第一項の規定に基づく被害防止

計画は、この法律による改正後の鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特

別措置に関する法律第四条第一項の規定に基づく被害防止計画が定められるまでの間、

同項の規定に基づく被害防止計画とみなす。 

○ 三重県自然環境保全条例 （※全部改正の事例） 

   附 則 

７ この条例の施行の際現に改正前の条例第十三条第一項の規定により三重県自然環境

保全審議会（以下「旧審議会」という。）の委員に任命されている者は、施行日に、第

三十九条第一項の規定により審議会の委員に任命されたものとみなす。この場合におい

て、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、施

行日における旧審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。同項の規定

に基づく被害防止計画とみなす。 
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○ 三重県手話言語条例（平成 28年三重県条例第 50号） 

   附 則 

（検討） 

２ この条例の規定については、この条例の施行の状況を勘案し、必要があると認められ

るときは検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 


